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日本人の貯蓄文化と 

「貯蓄から投資へ」の課題 
 

日本人は古くから「貯蓄が美徳」と考えてき

ました。多くの方が給料や収入を銀行に預け、

確実にお金を守る手段として利用しています。 

しかし、インフレ（物価の上昇）によるお金

の価値の目減りや、利率の低さを考えると、銀

行預金は資産を「増やす」手段としては不適切

です。 

近年、政府は「貯蓄から投資へ」というスロ

ーガンを掲げ、NISA（少額投資非課税制度）や

iDeCo（個人型確定拠出年金）を通じて金融商

品への投資を促進しています。 

これらの制度は投資の利益が非課税になる

などのメリットがありますが、全体的には日本

人の投資意欲はまだ低い状態です。 

例えば、2022 年のデータによると、日本人

の家計金融資産の約 54％が銀行預金に偏って

おり、米国の約 13％と比較しても貯蓄志向が

強いことが分かります。 

一方で、株式や投資信託などの金融商品に資

産を配分する割合は日本では 20％以下であり、

米国の 50％超に比べて大きな差があります。 

このデータが示すように、日本では「貯蓄す

る文化」が根強く残っているのです。 

相続税の視点から見ると、銀行預金も金融商

品も同じ評価額として計算され、課される税負

担が重くなります。つまり、銀行預金を多く保

有している場合、相続時にその大部分が税金と

して消えてしまうリスクがあるのです。 

この問題を考えると、「資産を守る」だけでな

く「減らさない」運用方法を検討する必要があ

ると言えるでしょう。 

 

金融商品と不動産投資の違い 
 

金融商品とは株式、投資信託、債券などの金

融市場で取引される資産を指します。 

これらは「ハイリスク・ハイリターン」の特

性を持ち、投資した金額が大きく増える可能性

がある一方で、大きく減少するリスクも伴いま

す。 

例えば、ある高齢者が「年利 5％」を謳った

投資信託に 1 億円を投資したとしましょう。 

この場合、年間 500 万円の利回りが期待で

きます。しかし、投資信託の価格が下落したり、

為替変動リスクが発生したりする可能性もあ

り、元本が大きく減少するリスクも考慮する必

要があります。 

さらに、相続時にはこの 1 億円がそのまま相

続財産として評価され、多額の相続税が発生し

ます。 

一方、不動産投資は「ローリスク・ローリタ

ーン」の特性を持ちます。 

不動産投資とは、土地や建物を購入し、その

賃貸収入や資産価値の上昇を通じて利益を得

資産運用 

相続税を意識した資産運用のすすめ 

：金融商品と不動産投資の比較 

 

 
 

日本人の資産運用は銀行預金が中心ですが、相続税を考慮すると金融商品は税負担が

重く、不動産は税負担が軽くなります。今回は相続税を考慮した資産運用の戦略を解

説します。 



 

 

る手法です。不動産の最大の特徴は、相続税評

価額が大幅に引き下げられることにあります。 

例えば、1億円のマンションを購入した場合、

その相続税評価額は約 6,000 万円まで引き下

げられるケースが一般的です。 

さらに、借入金を利用して不動産を購入した

場合、借入金額が財産から差し引かれるため、

相続税がゼロになることもあります。 

加えて、小規模宅地の特例を適用することで、

評価額をさらに下げることが可能です。 

このように、金融商品は高いリターンを得ら

れる反面、相続税の負担が重く、不動産のリタ

ーンは控えめですが、相続税負担を大幅に軽減

できるという違いがあります。 

 

相続税を見据えた 

「世代を超えた資産運用」のすすめ 
 

資産運用を考える際、特に相続が視野に入っ

てくる高齢者にとって重要なのは「世代を超え

た資産運用」です。つまり、自分の世代だけで

なく、次世代にどのように資産を引き継ぐかを

考えることが必要です。 

例えば、10 億円の銀行預金を持っているケ

ースを考えてみましょう。相続税は約 4 億円発

生し、相続後に残る金額は税引後で 6 億円にな

ります。 

一方で、同じ 10 億円を不動産に投資してい

た場合、不動産の評価額が相続には大幅に引き

下げられるため、相続税は約 1 億円に抑えられ

ます。この場合、税引後に残る金額は 9 億円と

なり、銀行預金よりも 3 億円多く資産を残せる

のです。 

極端な例として、大地震が発生し不動産価格

が大きく下落した場合を考えてみます。 

不動産の価値が 3 億円減少したとしても、残

る資産の価値は約 6 億円となります。金融資産

で相続した場合の金額と変わりません。 

この計算例からも分かるように、銀行預金は

相続税負担が重く、不動産は相続税負担の軽減

効果が大きいため、相続時の手残り額で見ると

明らかに有利な選択肢となります。 

日本には相続税が存在するため、資産運用は

「増やす」だけでなく「減らさない」視点を持

つことが重要です。若年期には金融商品で積極

的に資産を増やし、相続が近づく高齢期には不

動産で資産を守るという戦略が理想的です。 

このような戦略を取ることで、次世代により

多くの資産を引き継ぐことが可能になります。 

筆者が税理士として多くの相続案件を担当

する中で、金融資産の相続税負担に苦しむ方は

少なくありません。一方で、不動産投資を行い、

適切な相続税対策を講じた方々は、次世代に大

きな財産を引き継ぐことに成功しています。 

なお、不動産の価格変動リスクを過大に心配

する方がいますが、確実に発生する相続税の現

金流出と比較すれば、そのリスクは微々たるも

のです。日本独自の税制を理解し、家族のため

の資産運用を計画していくことが、これからの

時代に求められる視点ではないでしょうか。 

このように、相続税を見据えた資産運用の選

択肢を検討することで、よりよい未来を築くこ

とが可能になります。今一度、あなたの資産運

用の方針を見直してみてはいかがでしょうか。 

（著者 公認会計士/税理士 岸田康雄） 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 

 

 

 

 

■代表相続人とは？ 

遺産相続の手続きに複数の相続人がいる場

合に、代表して、相続に関する様々な手続きを

行う方が代表相続人です（相続代表者と呼ば

れることもあります）。全ての手続きを同じ代

表相続人がする必要はなく、税務申告や金融

機関の手続きなど、それぞれの手続きを別々

の代表相続人が行うことも可能です。 
 

■代表相続人適任者の選び方 

相続人であれば誰でも代表相続人になるこ

とができ、代表相続人になるための優先順位

もありません。特に取り決めはありませんが、

一般的に相続人同士の話し合いで代表相続人

を選ぶのが良いと思います。 
 

■各種手続き 

●固定資産税の手続き 

資産税の納税通知書は、年度の 1 月 1 日現

在、納税の対象となる不動産を所有している登

記名義人宛に送付されます。よって、年度の途中

に被相続人(遺産を残して亡くなった方)が亡く

なった場合、納税通知書は被相続人宛にその住

所地に送付されます。既に亡くなっている被相

続人に納税通知書が送られてきた場合、それに

気が付かずに固定資産税が納付されないまま長

期間が経過してしまう可能性があります。相続

人代表が選出されていれば、相続人の中から納

税通知の通知書を受け取ることが可能であり、

固定資産税を滞りなく支払うことができます。 

固定資産税の納税通知書を代表相続人が受け

取る方法は、納付先である市区町村に相続人代

表者指定届という書類を提出します。 

ここで注意点として、代表相続人が不動産を

相続するわけではなく、代表者が固定資産税の

全額を支払う必要はありません。 

●相続税の申告手続き 

相続税の申告と納税は、被相続人が死亡した

ことを知った日の翌日から 10 ヵ月以内に、被

相続人の死亡の時における住所が日本国内にあ

る場合は、被相続人の住所地を所轄する税務署

に行うことになっており、相続財産が分割され

ていない場合であっても上記の期限です。 

相続税申告書は多くの書類を記載したり、添

付書類を収集する必要があります。仮に相続税

の修正申告や更正の請求を申告する場合は、さ

らに多くの書類を記載する必要があると考えら

れます。 

そのため、スムーズに相続税の申告を完了す

るためには、専門家の税理士に作成を依頼する

ことをお勧めします。税理士に相続税申告の手

続きを依頼する時のポイントとして、あらかじ

め代表相続人を決めておいた方が税理士との連

絡や必要な資料などの収集・各種の手続きがス

ムーズに行われると考えられます。 
 

●金融機関での手続き 

相続人が相続した財産の中には、預貯金や有

価証券などの金融資産が含まれている場合があ

ります。遺産分割協議が終了するまでは相続人

全員の共有になるため、払い戻しや名義変更な

どの手続きを行う必要がある時には、相続人全

員が金融機関に行くのが原則です。 

相続全員で金融機関の手続きを行うとなると

非常に時間と労力を要し、また、相続人全員の都

合が合わない場合もあります。 

このような場合も、あらかじめ代表相続人を

決めておいた方が金融機関との連絡や必要な資

料などの収集・各種の手続きがスムーズに行わ

れると考えられます。 

また、金融機関の側にとっても代表相続人が

いれば、金融機関との連絡や必要な資料などの

収集・各種の手続きがスムーズに行われ、双方に

とってメリットがあると思われます。 

ただし代表相続人は手続きを代行するのみ

で、預貯金などを取得する権限や、口座の新しい

名義人になるという事ではありません。   
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相続 Q&A 

代表相続人の選出と役割について教えて下さい。 

代表相続人は、税務署の相続税支払いや、 

金融機関での遺産口座解約など 

を代表して行います。 

 


